
堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付要綱 

 

平成２９年４月１日制定 

 

１ 補助金の名称 

補助金の名称は、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）とする。 

 

２ 補助金の目的 

補助金は、長期休業中や放課後等に、身近な地域においてこどもたちが気軽に立ち寄れて、

異年齢、異世代との交流やさまざまな体験ができるこどもの居場所を開設する経費の一部を補

助することにより、こどもたちの健全な育成を支援することを目的とする。 

 

３ 堺市補助金交付規則との関係 

補助金の交付については、堺市補助金交付規則（平成１２年堺市規則第９７号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

４ 補助事業等 

（１） 補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、校区自治連合会及び校

区自治連合会が運営に関与する団体とする。 

（２） 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号に掲げる要件を

すべて満たすこどもの居場所づくりとする。 

① 年間５回以上、１回当たり２時間以上開設する次のいずれかの要件に該当するこどもの

居場所であること。 

ア 宿題など学習を支援するこどもの居場所づくり 

イ 遊びや体験を行うこどもの居場所づくり 

ウ その他こどもの健全な育成を支援する居場所づくり 

② 小学校又は中学校に就学する年齢の児童又は生徒の利用がおおむね５人以上見込

めること。 

③ 開設時間中、常に現場責任者が配置されていること。 

④ 材料費等、実費以外の利用料を徴収していないこと。 

（３） （１）（２）の規定にかかわらず、次に掲げる事業については、補助事業としない。 

① 政治的活動、宗教的活動又は営利を目的とする事業その他これに類する事業 

② 国及び地方公共団体等から補助金・負担金等を受けている事業又は受ける見込みの

ある事業 

（４） 補助対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業に係る経費のうち別

表１に掲げる経費とする。ただし、次に掲げる経費については補助の対象としない。 

① 団体の運営のための経常的な経費 

② 人件費 

 



５ 補助金の額 

補助金の額は、予算の範囲内で別表２に掲げる金額とする。 

 

６ 補助金の交付の申請 

補助事業者は、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付申請書（様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

① 役員情報届出書（様式第１号の２。法人の場合に限る。） 

② 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業 事業計画書（様式第２号） 

③ 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業 収支予算書（様式第３号） 

④ 前年度決算書（継続事業の場合に限る。） 

⑤ 堺市北区地域こどもの補助事業者の概要（定款等の規約、役員等の名簿） 

⑥ その他市長が必要と認める書類 

 

７ 補助金の交付の決定 

市長は、補助金の交付の申請を受理した場合は、当該申請に係る書類等によりその内容を

審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付の決定をするものとする。 

 

８ 補助金の交付の条件 

（１） 補助事業者は、事業の実施に当たり、次の条件を遵守しなければならない。 

① 補助金はその目的以外に使用しないこと。 

② 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合 

においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

③ 予期せぬ事態（感染症、災害など）が起こった場合は、本市の対応状況・方針に準じると 

ともに、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

  （２） 補助事業者は、補助事業に要する経費の配分若しくは補助事業の内容について変更

（市長が定める軽微な変更を除く。）をし、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようと

するときは、以下の書類を市長に対し提出し、承認を受けなければならない。 

① 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金変更交付申請書（様式第１１号） 

② 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業中止（廃止）届（様式第１２号） 

 

９ 補助金の交付の決定の通知等 

（１） 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに付した

条件を堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）

により、補助金の交付の申請をした者（以下「申請者」という。）に通知するものとする。 

（２） 市長は、審査の結果、補助金を交付することが適当でないと認めたときは、速やかにその

旨を申請者に連絡するものとする。 

 

１０ 申請の取下げ 

（１） 申請者は、９（１）の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金の交

付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、交付決定の通知を受けた日



から起算して２０日以内に、申請の取下げをすることができる。 

（２） （１）の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定は、

なかったものとみなす。 

 

１１ 実績報告 

補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認を受けたときを

含む。）は、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金実績報告書（様式第６号）に

次に掲げる書類を添えて、市長に対し補助事業が完了した日から起算して２０日以内に提出し

なければならない。 

① 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業実施報告書（様式第７号） 

② 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業収支決算書（様式第８号） 

③ その他市長が必要と認める書類 

 

１２ 補助金の額の確定通知 

（１） 市長は、１１の規定による報告を受けた場合は、当該報告に係る書類等によりその内容を

審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定するものとする。 

  （２） 市長は、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金確定通知書（様式第９号）に

より、補助事業者に補助金の確定通知を行うものとする。 

 

１３ 補助金の交付 

（１） 補助金は、規則第１４条第１項の規定による補助金の額の確定後交付する。ただし、市長

は補助事業の円滑な遂行のため必要があると認めるときは、規則第１７条第１項の規定により

交付の決定をした額の全部又は一部を概算払により交付することができる。 

（２） 補助事業者は、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付請求書（様式第

１０号）により、市長に対して補助金の額の確定の通知を受けた日の翌日から起算して２０日

以内に補助金の交付請求をしなければならない。 

（３） 補助事業者は、概算払により補助金の交付を受けようとするときは、堺市北区地域こども

の居場所づくり支援事業補助金交付請求書（様式第１０号）により、市長に対して補助金の交

付決定の通知を受けた日の翌日から起算して２０日以内に補助金の交付を請求しなければ

ならない。 

（４） 補助事業者は、概算払により補助金の交付を受けたときは、補助金の実績報告を行う際

に、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金精算書（様式第１３号）を提出しなけ

ればならない。 

（５） 補助事業者は、（４）により堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金精算書を

提出した場合において、交付を受けるべき補助金の額を超える補助金を既に交付されている

ときは、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金返納・返還命令通知書（様式第

５号）に定めるところにより、それを返納しなければならない。 

 

１４ 補助金の経理 

（１） 補助事業者は、補助金に係る経費について、他の経理と明確に区別した帳簿を備え、そ



の収支状況を明らかにしておかなければならない。 

（２） （１）の帳簿及び補助金の経理に係る証拠書類は、１２の規定による通知を受けた日から５

年間保存しなければならない。 

（３） 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して報告を

求め、又は補助事業者の協力を得て、職員をして帳簿書類その他の物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させ、必要な指示をさせることができる。 

 

１５ 委任 

この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、所管部長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

2 この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和８年度の予算に係る補助 

金（当該年度の予算で翌年度に繰り越したものに係る補助金を含む。）については、この要綱 

は、同日後もなおその効力を有する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年１月３１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年５月１日から施行する。 

附 則 

  （施行期日） 

1 この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業 

補助金交付要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている帳票については、 

当分の間、この要綱による改正後の堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付 

要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則 

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年３月３１日から施行する。 



附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表１（要綱４（４）関係） 

 費  目 内         容 

事 業 費 
報償費（居場所運営スタッフ以外への費用）、消耗品費等、印刷製本費、修

繕料、通信運搬費、保険料、使用料及び賃借料、原材料費  

※報償費については、補助対象事業を実施するにあたり、外部より招聘する講師等（居場所を

運営するスタッフ以外）に対する実費弁償相当分とし、１人当たり１回２,０００円を限度とする。 

※消耗品費等について、詳細は別途定めるものとする。 

 

別表２（要綱５関係） 

区  分 年間実施回数 補助上限額 

４（２）① ア 

宿題など学習を支援するこどもの居場所づくり 

 

４（２）① イ 

遊びや体験を行うこどもの居場所づくり 

 

４（２）① ウ 

その他こどもの健全な育成を支援するこどもの

居場所づくり 

5回以上 

10回未満 
50,000 円 

10回以上 

15回未満 
100,000 円 

15回以上 

20回未満 
150,000 円 

20回以上 200,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号(要綱６関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付申請書 

 

    年   月   日 

 

堺市長  様 

 

                          申請者 

所在地 

（ふりがな） 

団体名 

（ふりがな） 

代表者氏名                      

 

代表者生年月日 

代表者住所 

  

      年度堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業について、次のとおり補助金を受

けたいので、関係書類を添えて申請します。  

補助金交付申請額                       円 

申 請 理 由   

経 理 担 当 者   

添 付 書 類  

１ 役員情報届出書（法人の場合に限る。） 

２ 事業計画書 

３ 収支予算書 

４ 前年度決算書（継続事業の場合に限る。） 

５ 補助事業者の概要 

６ その他市長が必要と認める書類 

  



様式第１-２号(要綱６関係) 

 

役 員 情 報 届 出 書 

 

    年   月   日 

 

堺市長  様                   

                          申請者 

団体名称 

代表者職氏名                   

 

   堺市補助金交付規則第 4 条の規定により、補助金の交付申請を行うに当たり、次のとおり 

役員情報を届け出ます。なお、記載内容に変更が生じた場合は、変更の内容及び理由を記 

載し、その都度、速やかに届け出ます。 

≪役員情報≫ 

（ ふ り が な ） （                                         ） 

役 員 等 氏 名：  

生 年 月 日：  

住 所：  

（ ふ り が な ） （                                         ） 

役 員 等 氏 名：  

生 年 月 日：  

住 所：  

（ ふ り が な ） （                                         ） 

役 員 等 氏 名：  

生 年 月 日：  

住 所：  

（ ふ り が な ） （                                         ） 

役 員 等 氏 名：  

生 年 月 日：  

住 所：  

 

≪変更の場合：理由≫ 

                                                  



様式第２号(要綱６関係) 

 

年度 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業 事業計画書 

 

                   団体名 

項     目 計 画 内 容 の 説 明 

    

１ 項目欄は、事業や行事名その他補助事業の内容に合わせて記入すること。 

２ 事業計画の内容を説明するため必要があれば、適宜欄を設けるなど変更すること。 



様式第３号(要綱６関係) 

 

年度 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業 収支予算書 

 

団 体 名 

 

収入          (単位 円) 

収入の種類 予算額 内 容 説 明 (算出基礎等) 

１ 

２ 堺市補助金 

３ 

４ 

  

※ 

  

収入合計   

 

支出          (単位 円) 

項     目 予算額 
左のうち堺市 

補助金充当額 
内 容 説 明 (算出基礎等) 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

      

支出合計  ※  

※は、それぞれ一致するものとする。 



様式第４号(要綱９関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付決定通知書 

 

    第    号 

    年   月   日 

  申請者 

               様 

 

堺市長    

 

年  月  日付けで交付申請のあった補助金については、次のとおり交付することに 

決定したので、通知します。 

補 助 年 度          年度 

補助金交付額           円 

交付予定時期 

      年   月 

※ ただし、交付の時期は事業実施時期の変更その他の事情により変更

することがある。 

１ 補助条件は、次のとおりとする。 

（１） 補助金は、その目的以外に使用しないこと。 

（２） 補助事業に要する経費の配分若しくは補助事業の内容について変更(市長が定める 

軽微な変更を除く｡)をし、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合において 

は、あらかじめ市長の承認を受けること。 

（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合 

においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（４） 予期せぬ事態（感染症、災害など）が起こった場合は、本市の対応状況・方針に準じる 

とともに、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（５） 補助事業者の規約等に変更があった場合又は役員に変更があった場合は、速やかに 

その旨を書面により市長に届け出ること。 

（６） 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付要綱の規定に従うこと。 

（７） 別に定める様式により堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金実績報告書 

を補助事業が完了した日から起算して 2０日以内に市長に提出すること。 

（８） 補助金の交付の決定の内容又はそれに付した条件に違反し、若しくは法令又はそれ 

に基づく市長の処分に違反したときは、補助金の全部又は一部を返還しなければならな 

いこと。 

２ 補助金の変更申請をしようとするときは、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助

金変更交付申請書に本書の写しを添付すること。 

３ 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業

中止（廃止）届に本書の写しを添付すること。 



様式第５号（要綱１３（５）関係） 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金返納・返還命令通知書 

 

第        号 

年   月   日 

申請者 

                様 

 

堺市長               

 

      年  月  日付けで交付決定・確定通知した補助金について、次のとおり返納・返還す 

るよう通知します。 

返納・返還すべき金額                         円 

返 納 ・ 返 還 期 限 年  月  日まで 

返 納 ・ 返 還 方 法 別紙返納通知書による 

補 助 年 度              年度 

交 付 決 定 通 知  年  月  日付け通知    第     号 

補助金交付決定額                         円 

確 定 通 知  年  月  日付け通知    第     号 

補助金確定通知額                         円 

補助金の既交付額  

年  月  日交付             円 

年  月  日交付             円 

          計             円 

返 納 ・ 返 還 事 由  

１  交付決定通知・補助金交付決定額・確定通知・補助金確定通知額は、それぞれ堺市補助金交付規則（平成 

12年規則第97号）第９条第１項の規定による補助金の交付決定の全部又は一部の取消し又は変更があった場 

合及び同規則第18条第１項の規定による交付決定若しくは補助金の確定の全部又は一部の取消しがあった 

場合は、取消し後又は変更後のものを記入すること。 

２  堺市補助金交付規則第18条第１項の規定による取消しに関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命 

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合にお 

けるその後の期間については、既納額を控除した額）につき政府契約の支払遅延防止等に関する法律の率で 

計算した加算金を納付することになるので、速やかに返還すること。 

３  補助金の返納又は返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日 

までの日数に応じ、その未納額につき政府契約の支払遅延防止等に関する法律の率で計算した延滞金を納 

付することになるので、速やかに返納又は返還すること。 



様式第６号(要綱１１関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金実績報告書 

 

   年  月  日 

 

堺市長  様 

 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名              

 

      年度堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金について、次のとおり関係

書類を添えて、報告します。 

 

補 助 年 度  年 度 

交 付 決 定  年  月  日付通知 第      号 

補助金交付決定額                             円 

実 績 の 概 要 

(内容、効果等) 
 

添 付 書 類  

１ 事業実施報告書 

２ 収支決算書 

３ その他市長が必要と認める書類 

                                                     



様式第７号(要綱１１関係) 

 

年度 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業実施報告書 

 

団体名 

項         目 実 施 内 容 の 説 明 

    

１ 項目欄は、事業や行事名その他、補助事業の内容に合わせて記入すること。 

２ 事業実施の内容を説明するため必要があれば、適宜欄を設けるなど変更すること。 



様式第８号(要綱１１関係) 

 

年度    堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業収支決算書 

 

団 体 名 

 

収 入                        (単位 円) 

収 入 の種 類 決算額 内 容 説 明 (算出基礎等) 

１ 

２堺市補助金 

３ 

４ 

 

※ 

  

収 入 合 計    

                                                             

支 出                                              (単位 円) 

項 目 決算額 
左のうち堺市 

補助金充当額 
内 容 説 明 (算出基礎等) 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

      

支 出 合 計   ※  

※は、それぞれ一致するものとする。 



様式第９号(要綱１２関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金確定通知書 

 

    第      号 

    年   月   日 

 

         様 

 

堺市長              

 

 

      年  月  日付    第   号で交付決定した補助金について、堺市北区地域こ 

どもの居場所づくり支援事業補助金実績報告書の審査結果に基づき、次のとおり確定したの 

で通知します。 

 

補 助 年 度              年度 

補助金交付決定額               円 

補 助 金 確 定 額                円 

 

  



様式第１０号(要綱１３関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付請求書 

 

   年  月  日 

 

堺市長  様 

 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名                   

 

      年度堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金について、堺市北区地域こ

どもの居場所づくり支援事業補助金交付要綱１３（２）の規定により、次のとおり請求します。  

補 助 年 度                年度 

交 付 決 定 通 知  年  月  日付通知 第     号 

補助金交付決定額                   円 

確 定 通 知 年  月  日付通知 第     号 

補助金確定通知額                   円 

内 

訳 

既受領額                   円 

今回請求額                  円 

残 額                  円 

  注意 

 補助金の交付請求の期日は、次のとおりとする。 

（１） 確定払の場合 

（２） 概算払いの場合 

 

 

 

 



様式第１１号(要綱８関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金変更交付申請書 

 

    年   月   日 

 

堺市長  様 

 

                所 在 地 

            団 体 名 

        代表者職氏名 

 

 

      年度堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業について、堺市北区地域こども 

の居場所づくり支援事業補助金交付要綱８（２）の規定により、次のとおり変更を申請します。 

 

交 付 決 定 通 知  年  月  日付通知 第     号 

補助金交付決定額                     円 

補助金変更交付申請額                    円 

変 更 理 由  

添 付 書 類 １ 事業計画書 

２ 収支予算書 

 

                                                     



様式第１２号(要綱８関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業中止（廃止）届 

 

    年   月   日 

 

堺市長  様 

 

   所 在 地 

                団 体 名 

      代表者氏名 

 

 

      年  月  日付け     第    号にて交付決定を受けた堺市北区地域こども 

の居場所づくり支援事業について、当該事業を中止（廃止）したいので、堺市北区地域こど 

もの居場所づくり支援事業補助金交付要綱８（２）の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

中止（廃止）の理由  

備 考  

  注意 

 中止（廃止）の理由等を明らかにすることができる関係書類を添付すること。 

 



様式第１３号（要綱１３関係） 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金精算書 

 

年  月  日 

 

堺市長  様 

 

所 在 地 

団 体 名 

代表者職氏名                      

 

 

年度  堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金について、下記のとお 

り精算します。 

 

記 

 

概 算 払 額                    円 

精 算 額                   円 

不 用 額                   円 

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１４号(要綱９関係) 

 

堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金変更交付決定通知書 

 

    第    号 

    年   月   日 

  申請者 

               様 

 

堺市長          

 

     年  月  日付けで変更交付申請のあった補助金については、次のとおり交付する 

ことに決定したので、通知します。 

補 助 年 度          年度 

当初交付決定額           円 

変更交付決定額           円 

交付予定時期 

      年   月 

※ ただし、交付の時期は事業実施時期の変更その他の事情により

変更することがある。 

１ 補助条件は、次のとおりとする。 

（１） 補助金は、その目的以外に使用しないこと。 

（２） 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更(市長が定める軽微な変更 

を除く｡)し、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合においては、あらかじ 

め市長の承認を受けること。 

（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合 

においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（４） 予期せぬ事態（感染症、災害など）が起こった場合は、本市の対応状況・方針に準じると

ともに、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（５） 補助事業者の規約等に変更があった場合又は役員に変更があった場合は、速やかに 

その旨を書面により市長に届け出ること。 

（６） 堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金交付要綱の規定に従うこと。 

（７） 別に定める様式により堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補助金実績報告 

書を補助事業が完了した日から起算して 2０日以内に市長に提出すること。 

（８） 補助金の交付の決定の内容又はそれに付した条件に違反し、若しくは法令又はそれ 

に基づく市長の処分に違反したときは、補助金の全部又は一部を返還しなければならな 

いこと。 

２ 補助金の変更申請をしようとするときは、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事業補 

助金変更交付申請書に本書の写しを添付すること。 

３ 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、堺市北区地域こどもの居場所づくり支援事 

業中止（廃止）届に本書の写しを添付すること。 


